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研究要旨 

 わが国では 2008 年頃より長期的な人口減少時代に突入しているが，近年で

は出生数の急速な減少ともに，将来人口の動向に対していっそう注目が集まっ

ている。また，2019 年の新規在留資格の創設に伴って外国人労働者のさらな

る拡大が見込まれていることに加え，国内では，東京圏における人口一極集中

の継続や地方圏における著しい人口減少及び超高齢化の顕在化など，人口に関

連する問題は非常に多岐にわたっている。本研究では，新たなフェーズに入っ

たと考えられる国際人口移動をはじめ，出生・死亡・国内人口移動の短期的・

長期的傾向を的確に把握して分析するとともに，国立社会保障・人口問題研究

所（社人研）が実施する人口・世帯の将来推計の精度向上および推計手法の方

法論的発展およびその応用に関する研究を行うものである。 

研究期間内においては，初年度は主に文献レビュー・データ整備を，２年度は

各種の動向分析や推計システムに関する基礎的研究等を，３年度は将来推計の

精度改善，政策活用と全体統括を中心に研究を推進する。とくに近年，外国人

の国際・国内人口移動の活発化等により，将来の人口動態の見通しがいっそう

困難になっている状況のなかで人口・世帯の将来推計を行うためには，新たな

環境変化を組み込んだ最先端のモデル開発が不可欠となる。諸外国においても

こうした試みは途上の段階であり，本研究では人口動態を中心とする様々な分

析から得られた知見の結集によって，世界に先駆けた研究成果を提示していく

ことが主な目的となる。 

本研究は，①長期的人口減少と大国際人口移動時代における人口・世帯分析

の深化，②外国人人口の急増や新たな出生・死亡のトレンドに対応した将来人

口・世帯推計モデルの開発，③将来推計の政策的シミュレーションへの応用に

関する研究，の３領域に分けて進める。令和 3 年度は、①として、(1) 地域別

将来推計人口の精度評価、(2) 全国および都道府県別の世帯数推計の精度評価、

(3) タイプ別再生産数で見る日本の人口減少、②として、(4) 令和 2 年国勢調

査と比較した平成 30 年地域推計結果の残差の傾向、(5) 国内人口移動の人口

学的分析－新型コロナウイルス感染拡大に伴う最近年の変化を中心として－、

について，研究代表者が中心となり研究協力者の協力を得ながら研究を進めた

ほか，各研究分担者においても研究が遂行された。 
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Ａ．研究目的 

わが国では 2008 年頃より長期的な人口

減少時代に突入しているが，近年では出生

数の急速な減少ともに，将来人口の動向に

対していっそう注目が集まっている。また，

2019 年の新規在留資格の創設に伴って外

国人労働者のさらなる拡大が見込まれてい

ることに加え，国内では，東京圏における

人口一極集中の継続や地方圏における著し

い人口減少及び超高齢化の顕在化など，人

口に関連する問題は非常に多岐にわたって

いる。本研究では，新たなフェーズに入っ

たと考えられる国際人口移動をはじめ，出

生・死亡・国内人口移動の短期的・長期的

傾向を的確に把握して分析するとともに，

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）

が実施する人口・世帯の将来推計の精度向

上および推計手法の方法論的発展およびそ

の応用に関する研究を行うものである。 

社人研では，これまで厚生労働科学研究

費事業の枠組みで将来推計の先端的な手法

や理論を科学的に開発するための研究を行

ってきており，先行研究「国際的・地域的

視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対

応した人口分析・将来推計とその応用に関

する研究」において，最先端技術を応用し

た人口減少期における総合的な人口・世帯

の動向分析，地域・世帯に関する推計に重

点を置いた次世代将来推計モデルに関する

基礎的研究，将来推計を活用した政策的シ

ミュレーションに関する研究を推進してき

た。この先行研究では，人口・世帯の将来

推計の精度向上に資する様々な人口学的研

究成果が得られたところであるが，本研究

はこれらの成果を深化させるとともに，外

国人労働者の受け入れ等の最新の動きを織

り込みながら，新時代の人口動態を包括的

にとらえる枠組み作りを進め，具体的な推

計に活用していく。 

研究期間内においては，初年度は主に文

献レビュー・データ整備を，２年度は各種

の動向分析や推計システムに関する基礎的

研究等を，３年度は将来推計の精度改善，

政策活用と全体統括を中心に研究を推進す

る。とくに近年，外国人の国際・国内人口

移動の活発化等により，将来の人口動態の

見通しがいっそう困難になっている状況の

なかで人口・世帯の将来推計を行うために

は，新たな環境変化を組み込んだ最先端の

モデル開発が不可欠となる。諸外国におい

てもこうした試みは途上の段階であり，本

研究では人口動態を中心とする様々な分析

から得られた知見の結集によって，世界に

先駆けた研究成果を提示していくことが主

な目的となる。 

 

Ｂ．研究方法 

研究は以下の①～③の３領域に分けて進

める。 

 

① 長期的人口減少と大国際人口移動時代

における人口・世帯分析の深化 

先進諸国等における最新の出生・死亡研

究，全国・地域別の出生・死亡・移動とそ

の人口学的メカニズム，離家・結婚・同棲・

離婚等の世帯形成・解体行動，外国人人口

の分布と移動，移動と世代間関係に関する

研究動向や最先端技術のレビュー，データ

ベース整備および基礎的分析を行う。 

具体的には、高齢者の世帯状態と健康・

要介護状態との関係の分析（詳細分析）、各

種データを用いた離死別者の世帯構成の特

性および変化に関わる実態の把握、外国人

の分布・移動の特性とその変化、および要

因に関する分析、出生・死亡指標の変曲点

をもたらす要因に関する分析、我が国にお

ける死亡の地域格差を把握するための統計

調査の精度の検証、日本における出生意欲

と出生行動に関する分析、等を行った。 
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②外国人人口の急増や新たな出生・死亡

のトレンドに対応した将来人口・世帯推計

モデルの開発 

近年における国際人口移動の活発化や外

国人人口の急増，出生数の急減等の新たな

人口動態の傾向を受け，それらに対応し次

期推計にも実装可能な将来人口・世帯推計

モデルの開発を行う。 

具体的には、令和 2 年国勢調査結果に基

づく地域別将来推計人口の推計誤差の検証、

動態数の推計が可能な地域推計モデルの検

討、近年の日本の死亡動向の特性分析とこ

れに対応するモデルの開発、出生推計モデ

ルの精緻化、等を行った。 

 

③将来推計の政策的シミュレーションへ

の応用に関する研究 

将来推計のシミュレーション応用につい

て，日本人・外国人の国際人口移動に関す

る政策変化と将来の人口規模・構造への影

響，国際人口移動施策の違いが人口動態と

将来人口に及ぼす影響の方法論を研究する

とともに，外国からの介護人材確保と社会

保障制度との関係についての基礎的な分析，

外国からの介護人材確保と社会保障制度へ

の影響と課題に関する分析と政策シミュレ

ーションのシナリオ設定に関する検討を行

う。 

具体的には、特定技能制度の導入を踏ま

えた長期将来人口への影響の評価、人口・

世帯動向の地域差を配慮した高齢者福祉サ

ービス提供体制などの分析、高齢者の家族

介護の動向分析（詳細分析および政策シミ

ュレーションに必要な政策オプションの検

討）、等を行った。 

 

なお，研究全般にわたり，社人研や研究

者個人が属する国際的研究ネットワークを

最大限に活用し，研究を進めた。また，研

究所が有する人口・世帯の将来推計に関す

る研究蓄積を方法論やモデル構築研究に活

かすとともに，所内外の関連分野の複数の

研究者に研究協力者として参加を要請し，

総合的に研究を推進した。具体的には，社

人研からは，国際関係部是川夕部長，情報

調査分析部別府志海室長，人口構造研究部

鎌田健司室長・小山泰代室長・大泉嶺主任

研究官，人口動向研究部余田翔平室長・中

村真理子研究員，所外からは，鈴木透（韓

国ソウル大学保健大学院客員教授），山内昌

和（早稲田大学教育・総合科学学術院准教

授），鈴木貴士（筑波大学大学院），松村一

志（日本学術振興会 特別研究員 PD／日本

女子大学人間社会学部 学術研究員）の各氏

に研究協力者を依頼し，研究協力を得た。 

 

Ｃ．研究成果 

(1) 2020 年に実施された令和 2 年国勢調査

結果を受けて、社人研が実施する地域別将

来推計人口（以下、地域推計）の精度評価

を行った。2015 年を基準年とする「平成

30 年推計」では、推計期間 5 年（2020 年

の推計結果）において、都道府県では中央

値が 0.4%、90 パーセンタイル値が 1.1、市

区町村では中央値（括弧内は 90 パーセン

タイル値）が総数 1.2%（3.7%）、基準人口

規模 1 万人未満 1.7%（5.3%）と前回推計

とほぼ同水準の推計精度であった。 

(2) 2015 年国勢調査を基準とする日本の世

帯数の将来推計（全国：2018 年推計、都道

府県別：2019 年推計）について、2020 年

の推計値を 2020 年の国勢調査結果と比較

した。全国値における推計値の国勢調査値

に対する差の割合は-3％であるが、都道府

県別や家族類型別といった観点からはいく

つかの差異や傾向が確認された。 

(3) 地域特性や個人差といった年齢構成だ

けでは計れない性質の人口動態への影響を

解析する上で，無限次元の理論および実績

値データなどの応用を見据えた行列を用い
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た理論の数学的構築を行った. 

(4) 残差を個別にみれば様々な要因がある

と考えられるが、全域的な残差率の分布や

傾向は、概ね「平成 30 年地域推計」以前

の地域推計と同様であった。 

(5) 東京圏では 2019 年以降、転入モビリ

ティの低下、転出モビリティの上昇が観察

されたが、とくに転入モビリティの低下が

大きかった。一方で、転入数は 2012 年の

水準を下回ったものの、転入モビリティは

2016 年と同程度であり、人口構造要因も転

入数や転入超過数の減少に少なからぬ影響

を及ぼしていた。 

 

Ｄ．結果の考察 

(1) 少子高齢化が進んだことによる若年人

口の減少は、移動者、結婚・出生する者の

減少を生じさせることから、特に移動とい

う撹乱要因の影響が縮小されるという意味

において推計精度は増している。ただし、

人口減少が進む事により小規模の自治体が

増える事は、推計精度を悪化させる要因に

もなり、市区町村別にみるとそのばらつき

は依然として大きい。都道府県別の結果は

比較的安定的であり、その意味では推計精

度を評価する際には有用である。 

推計精度に関わるその他の要因としては、

2009 年のリーマン・ショック、2011 年の

東日本大震災、2020 年の新型コロナウイル

ス感染症の世界的なパンデミックなど、一

時的なショックとして過去のトレンドから

乖離する要素をいかに推計精度の評価とし

て取り入れるかが今後の課題である。特に

2020 年の国勢調査は実績値自体にショッ

クの影響が含まれている可能性があり、次

期地域推計や今後の推計精度の評価にどの

ような影響があるかを把握しておく必要が

ある。 

(2) 2015 年国勢調査を基準とした 2020 年

の推計世帯数（一般世帯総数）は、2020

年国勢調査における世帯数（すなわち実績）

に対して、全国値では約 3%過小であった。

都道府県別にみても、すべての都道府県で

過小推計となっており、国勢調査値に対す

る差の割合の幅は、-0.6%～-4.2%であった。

家族類型別に見ると、まず、全国値では、

単独世帯と夫婦のみの世帯は過小推計（そ

れぞれ-8.6%、-0.5%）、夫婦と子から成る

世帯、ひとり親と子から成る世帯、その他

の一般世帯は過大推計（それぞれ 1.3%、

0.3%、5.3%）となっている。都道府県別に

みると、単独世帯と夫婦のみの世帯は過小

推計となった都道府県が多く（単独世帯で

は 47 都道府県すべて、夫婦のみの世帯で

は 34 県）、夫婦と子の世帯とその他の世帯

では過大推計となった都道府県の方が多い

（それぞれ 32 都道府県、46 都府県）とい

う点は全国値の傾向に呼応しているが、ひ

とり親と子の世帯は、全国値が過大推計と

なったのに対して、過大となった都道府県

が 19、過小となった県が 28 と、過小とな

った県の方が多いという結果となった。 

(3) 地域特性や個人差など年齢に縛られな

い性質は異質性と呼ばれる. 例えば体重

などは多少年齢に影響される面はあるもの

の，どの年齢においても一様に定まるもの

ではない. こうした量を組み込んだ安定

人口モデルを構築する際，微分係数が分散

をもつ確率微分方程式を用いた素過程を基

軸とすると便利である. 本研究はこうし

た確率解析に基づく安定人口モデルを構築

し，異質性の人口動態への影響や半群理論

を応用した環境変動に対する異質性の役割

を理論的に定式化する事が出来た. これ

らは，連続の年齢や状態を扱うモデルであ

るが，一方で国勢調査など離散的なデータ

への応用を考える場合には困難が生じる. 

そこで，離散的な安定人口モデルとして先

述の無限次元モデルと同様の数学的構造を

持つ一般化レスリー行列の理論の発展を行
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った. 無限次元モデルとの対応関係を解

析していく上でタイプ別再生産数と固有シ

ステムの間の対応関係を見いだすことに成

功した. 

(4) 「投影」の観点による推計である以上、

突発的な人口移動傾向の変化等により残差

率が拡大する市区町村がある程度出現する

ことはやむを得ないものの、令和 2 年国勢

調査を基準とした新たな推計に向けて、各

市区町村で観察された残差の要因を可能な

限り明らかにしていく必要がある。「平成

30 年地域推計」は社人研としてはじめて

人口移動仮定に多地域モデルを援用した推

計であり、モデルチェンジが推計精度に及

ぼした影響の検証も重要な課題である。 

(5) 東京圏では転出モビリティの上昇より

転入モビリティの低下が転入超過数の減少

に大きく寄与していること、東京圏のなか

でも特別区部以外では転出モビリティが低

下傾向になっていること、転入モビリティ

が大幅に上昇しているのは概ね東京圏に隣

接する県に限定されていることなどを踏ま

えれば、現時点では、コロナ禍によっても

たらされる今後の東京圏における転入超過

数の縮小の余地は小さいと考えられる。人

口構造要因が今後も長期的に東京圏の転入

超過数を縮小させる方向に作用することは

確実である一方で、東京圏においては両親

も含めて東京圏で出生した人の割合が増加

しているため、東京圏からの転出モビリテ

ィは将来的にも低下を続ける可能性が濃厚

といえよう。 

 

Ｅ．結論 

(1) 人口の将来推計は過去のトレンドの

「投影」が基本であり、「予測」ではないの

であるが、推計精度の評価を通じて、推計

手法の改善につなげることが可能となるた

め、今後も様々な観点から精度評価を行う

必要がある。 

(2) 全国値を家族類型別に見た場合、差の

割合の絶対値がもっとも大きいのは単独世

帯（差の割合は-8.6%）、次いでその他の一

般世帯（5.3%）であり、これら以外の 3 類

型（夫婦のみ、夫婦と子、ひとり親と子）

はいずれも±1%程度であった。全国値にお

ける推計値と実績値（国勢調査値）との差

は、おもに、単独世帯の増え方が想定より

大きく、逆にその他の世帯が想定ほど減少

しなかったことによって生じているといえ

る。都道府県別に見ても、35 の府県では単

独世帯の過小推計とその他の世帯の過大推

計が推計値と実績値との差を生じるおもな

要因となっている。なお、単独世帯におい

ては 5 府県、その他の世帯においては 3 府

県で差の割合の絶対値が 10（%）を超え、

推計値と実績値との乖離がとくに大きい。

また、上述の 35 府県のほとんどは、全国

値と同様に単独世帯における差の割合（絶

対値）のほうがその他の世帯におけるそれ

よりも大きいが、西日本の 9 府県では、単

独世帯よりもその他の世帯のほうが差の割

合（絶対値）が大きいという地域的傾向も

確認された。世帯数の動向にもっとも大き

な影響を与えるのは単独世帯であるといっ

てよいが、家族類型別割合ではもっとも小

さいその他の世帯についても、その動向を

丁寧に分析し、将来の動向を見通す必要が

ある。 

(3) 無限次元モデルにおいては，繁殖価が

満たす随伴方程式より制御方程式を導くこ

とが出来た. これにより，異質性の人口動

態への影響のみならず生活史の進化やその

最適化に対する研究が今後期待できる. 

これは例えば人生のどの年齢と状態の時に

結婚・出産などのタイミングを持ってくる

と少子化対策として有効であるかといった

政策に応用が期待できる. また，環境変動

や人口の外的要因に対する浮動がある場合、

異質性が大きい事が逆に人口減少のリスク
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を下げる場合があることを示すことが出来

た. これは，多様性が変動する環境におい

て社会の維持に重要な役割を果たすという

考えの一つの根拠となり得るだろう.  一

般化レスリー行列の理論に関しては，多地

域レスリー行列を構築し，ある都道府県出

身の女性が同地域へ再帰する子孫数を表す

タイプ別再生産数を政府統計の値によって

計算する事に成功した. これにより，将来

世代の地域への再帰数を推計する際役に立

つであろう. 

(4) 令和 2 年国勢調査を基準とした地域推

計においては、2020 年 4 月頃から猛威を

ふるっている新型コロナウイルスの地域別

人口動態への影響について分析し、推計の

具体的な仮定値として反映させていくこと

は喫緊の課題である。そのためには、速報

性の高い総務省「住民基本台帳に基づく人

口、人口動態及び世帯数調査」、「住民基本

台帳人口移動報告」や、都道府県が公表し

ている毎月の「推計人口」等のデータも活

用し、国勢調査以降の人口移動や出生・死

亡の傾向等についても注意深く観察してい

くことが不可欠といえよう。 

(5) 国立社会保障・人口問題研究所による

推計は「投影（Projection）」の観点で行わ

れているため、令和 2（2020）年国勢調査

を基準とした地域別将来人口推計において

は、原則として 2015～2020 年に観察され

た人口移動傾向を基準として仮定設定を行

うことになるものの、2020 年以降に突如

として発生した新型コロナウイルスの影響

についても、可能な限り反映されるように

することが望ましい。そのためには、今後

も地域別の人口移動の動向を逐一注視しな

がら分析を行い、短期的・長期的傾向の変

化を的確に捉えることが不可欠といえよう。 
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